
                             （平成 24年９月 19 日 経営会議資料） 

                             環境生活部男女共同参画・ＮＰＯ課 

 

    「新しい公共推進指針」(仮称)中間案について 

 

１ 「新しい公共推進指針」(仮称)策定のねらい 

 

  本県では、「行政とＮＰＯとの協働」をはじめとする協働の実践を 10 年以上続けてき

ました。その結果、「新しい公共」を進めていくうえで大切なことや、乗り越えるべき課

題などが明らかになってきています。 

  また、「新しい公共」に、多くの県民、市民活動団体、企業などが主体的に参画してい

くためには、協働することで「今までできなかったことができるようになる」という「創

造」の視点が重要です。これによって、自分の活動が誰かのために役立ったという幸福

感が生まれ、さらなる参画のモチベーションとなります。これは、「みえ県民力ビジョン」

の「県民力による『協創』の三重づくり」の基本理念と方向性を同じくするものです。 

  これらのことから、「新しい公共推進指針」は、 

①協働から協創へ  

②県民だれもがアクションを起こせるように 

という２つの観点から、これまでの実践を踏まえて、豊富な事例とともに整理した「ヒ

ント集」として策定していきます。 

 

 

２ 「新しい公共推進指針」(仮称)策定の手法  

 

  「新しい公共推進指針」（仮称）策定事業は、「新しい公共支援事業」交付金を活用し

た事業で、「円卓会議」方式で議論し、策定しています。 

  「円卓会議」とは、ＮＰＯ、地縁団体、企業、労働組合、マスコミ、行政など、さま

ざまな主体が対等な立場で参加し、議論し、創造していく手法で、これを「マルチステ

ークホルダー・プロセス」といいます。従来の審議会などと異なり、行政も含め、すべ

ての主体が当事者としての立場で参加することが特徴です。 

 県民視点で進めることを重視し、三重県も対等な参加者という立場を保持するため、

新しい公共支援事業運営委員会において選定した団体（特定非営利活動法人 みえＮＰ

Ｏネットワークセンター）に、事務局運営を委託しています。 

   

 

３ 「新しい公共推進指針」(仮称)策定の経緯 

 

 県内８地域での「地域円卓会議」と県域の「円卓会議」を経て、地域の意見も反映さ

せながら、指針の中間案をとりまとめました。 

 ・第１回地域円卓会議（平成 24 年 1 月 16 日～29 日）   

・第１回円卓会議（３月４日）－ 新しい公共についての意見交換             

・第２回地域円卓会議（５月 20 日～６月 16 日） 

 ・第２回円卓会議（６月 23 日) － 中間案策定に向けての協議 

 ・第３回円卓会議（９月１日） － (知事出席)中間案のたたき台を協議 

    



                             （平成 24年９月 19 日 経営会議資料） 

                             環境生活部男女共同参画・ＮＰＯ課 

４「新しい公共推進指針」（仮称）の体系 

 

 この指針では、市民、ＮＰＯ、企業、地縁団体、行政等が、それぞれの個性や能力を

発揮して、自立して行動するとともに、支え合うことができるよう、３つの柱で体系を

構成し、それぞれの行動のヒントを具体的に提示しています。 

 (１)「民の力」の強化 

①アクティブ・シチズンになる   ②地域コミュニティが元気になる 

③ＮＰＯの力量を高める      ④企業の社会的貢献を広げる     

（２）多様な主体の協働の促進 

   ①市民活動団体相互の協働     ②企業と市民活動との協働 

   ③行政と市民活動団体との協働   ④多様な主体のつなぎ役 

（３）新しい公共のデザイン 

   ①新しい公共のガバナンス     ②政策／事業のデザイン 

   ③公共サービスの財源のデザイン 

 

 

５ 今後の予定  

・平成 24 年 10 月－パブリックコメントの実施 

市町の意見聴取 

第３回地域円卓会議の開催 

 ・平成 24 年 12 月－第４回円卓会議の開催 

・平成 25年 ３月－「新しい公共推進指針」（仮称）最終案を 

環境生活農林水産常任委員会に報告 
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Ⅰ 「新しい公共推進指針」の策定について 
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１ 「新しい公共」とは何か 

 

（１） 新しい公共とは 

従来は官（政府・行政）が独占してきた領域を民（市民、市民活動団体、企業等の官以外の

主体）に開いたり、官だけでは実施できなかった領域を官民協働で担ったりするなど、市民、

市民活動団体、企業等が公的な財やサービスの提供に関わっていくという考え方及びその考え

方に基づく仕組み、体制、活動をいいます。 

 

（２）「新しい公共」が目指す社会  

｢新しい公共」がめざす社会は、住民の多様なニーズにきめ細かく応えるサービスが、市民、

市民活動団体、企業等により効果的に提供され、また、一人ひとりの居場所と出番があり、人

に役立つ幸せを大切にする社会です。 

 （ア）これまでの「官」（＝政府・行政）も変わる 

・官が独占してきた領域を民に開き、住民に選択肢を提供する。 

・民に委ねるだけの「小さな政府」ではなく、豊かな「公」を作る。 

・「新しい公共」を育成するために社会制度を整備する。 

・情報公開と透明性、市民参加、地域主権 

（イ）これまでの「市民」も変わる 

・お上依存→ 個人としての自律性、当事者としての行動、市民活動団体等を通じての社

会性 

・やらされる、言われてやる→ 自分から作る「民の力」（意欲、自発性、相互信頼、お

もいやり）を発揮する 

（ウ）これまでの「企業」も変わる 

・利益最大化だけでなく、より社会的な尺度で評価されるようになる。 

・社会性を重視しながら市場で活動する事業体（事業型 NPO 法人、社会的企業、協同

組合、ワーカーズコレクティブなど）が増え、重要な役割を果たすようになる。 

（エ）（ア）〜（ウ）の関係が変わる→ 新しい公共の成立 

 

 

 

資料：内閣府「新しい公共」円卓会議提出資料（平成 22 年 3 月 25 日） 

「新しい公共支援事業とは」「新しい公共支援事業の実施に関するガイドライン」（平成 23 年） 

「新しい公共」のイメ ジ 
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２ 三重県における「新しい公共推進指針」 

 

（１）「新しい公共」に関する三重県の取組 

 三重県では、全国的にも早くから「新しい公共」に取り組んできました。そして県はも

とより市町においても、多くの協働事業に取り組まれてきています。 

  1998 年 みえパートナーシップ宣言 

        公共の新しい担い手として登場してきたＮＰＯと行政との協働を中心に、      

        多くの県民が参加して７か条の宣言文が策定されました。その後、協働をす

すめるための仕組みづくりや協働事業提案制度など、さまざまな取組が行わ

れてきました。 

  2004 年 三重県総合計画「県民しあわせプラン」において「新しい時代の公」を基本 

理念として位置づける。 

        ＊新しい時代の公：公共領域の活動に、多様な主体が参画し、みんなで支える社会の 

あり方、及びその形成に向けた諸活動 

  2005 年 「『新しい時代の公』推進方針」策定 

  2012 年 三重県戦略計画「みえ県民力ビジョン」の基本理念に、「協創」を位置づけ

る。 

 

＊協創：県民が「公」を担う主体として自立し、行動する（アクティブ・シチズン） 

ことで、多様な主体が「協働」するだけでなく、そこから新しいものを創 

造していくこと。             出典：みえ県民力ビジョン 

 

 

（２）三重県における「新しい公共推進指針」策定のねらい 

（１）にみるように、三重県においては、「行政とＮＰＯとの協働」をはじめとする「新しい

公共」の取組を、10 年以上も実践してきました。従って、「新しい公共推進指針」を策定する

にあたっては、その実践の中から明らかになってきた、「新しい公共」を進めていく上で大切な

ことを、多様な主体で議論し、整理しておくことが必要です。 

また、「新しい公共」に多くの市民、市民活動団体、企業などが主体的に参画していくために

は、協働することで「今までできなかったことができるようになる」という「創造」の視点が

重要です。これによって、自分の活動が誰かのために役立ったという幸福感が生まれ、さらな

る参画のモチベーションとなります。これは、「みえ県民力ビジョン」が掲げる、「県民力によ

る『協創』の三重づくり」の基本理念と方向性を同じくするものです。 

これらのことから、三重県の「新しい公共推進指針」は、「県民が力を合わせることによって

『今までできなかったことができるようになる』ために大切なことを、これまでの実践を踏ま

えて、豊富な事例とともに整理したヒント集」としました。県民だれもがアクションを起こせ

るように、主体別の行動についても提案しています。 
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（３）策定のプロセス 

① 「新しい公共円卓会議」と「地域円卓会議」 

 「新しい公共推進指針」は、８つの地域における「地域円卓会議」（各３回開催）と、そ

れに基づく「新しい公共円卓会議」（本会議４回、予備会議４回）を経て策定されました。 

各地域の草の根の声を拾い、全体として議論しながら指針に反映させていくためです。 

② マルチステークホルダー・プロセス 

 円卓会議とは、ＮＰＯ，地縁団体、事業者、労働組合、マスコミ、自治体など、多様な

主体が対等な立場で参加し、議論し、創造していく手法です。これをマルチステークホル

ダー・プロセスといいます。従来の審議会などと異なり、政府も含めすべての主体が当事

者として対等な立場で参加することが特徴です。 

 

 

 

 

（４）「新しい公共推進指針」の体系 

  この指針では、（１）の視点から、市民、ＮＰＯ、地縁団体、企業、行政などが、それぞれ

公共の担い手として行動するとともに、支え合うことができるよう、３つの柱で体系を構成し、   

それぞれの行動のヒントを具体的に提示していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 新しい公共のデザイン 

①新しい公共のガバナンス ②政策／事業のデザイン ③公共サービスの財源のデザイン 

１ 「民の力」の強化 

① アクティブ・シチズンになる 

② 地域コミュニティが元気になる 

③ 市民活動の力量を高める 

④ 企業の社会貢献活動を広げる 

２ 多様な主体の協働の促進 

① 市民活動団体相互の協働 

② 企業と市民活動団体との協働 

③ 行政と市民活動団体との協働 

④ 多様な主体のつなぎ役 
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「新しい公共」推進指針 

 

１ 「民の力」を強化する 

（１）アクティブ・シチズンになる 

指針１ 自然に社会貢献する気持ちを起こす  

指針２ 若い世代が参加しやすい環境をつくる 

指針３ 退職者の活力を引き出す 

（２）地域コミュニティが元気になる 

   指針４ 地域の支え合いを復活させる 

指針５ 地域コミュニティ組織を見直す 

（３）市民活動団体の力量を高める 

指針６ ＮＰＯの力量を向上させる 

指針７ １ 市民活動を支えるしくみの整備（ボランティア） 

指針７ ２ 市民活動を支えるしくみの整備（寄付） 

指針７ ３ 市民活動を支えるしくみの整備（物的資源） 

指針７ ４ 市民活動を支えるしくみの整備（情報） 

指針７ ５ 市民活動を支えるしくみの整備（中間支援団体） 

（４）企業の社会貢献活動を広げる 

指針８ 地域との間に顔の見える関係をつくる 

指針９ 社会貢献活動で「善循環」 

    

２ 多様な主体の協働を促進する 

（１）市民活動団体相互 

指針１０ 地縁団体相互が連携する 

指針１１ ＮＰＯ相互が連携する 

指針１２ 地縁団体とＮＰＯが連携する 

（２）企業と市民活動団体 

指針１３ 企業と市民活動団体との出会いの場をつくる 

（３）市民活動団体と行政 

指針１４ これまでの協働の課題を克服する 

（４）多様な主体のつなぎ役 

指針１５ 協働の「つなぎ役」の明確化と支援   

        

３ 新しい公共のデザイン 

（１）新しい公共のガバナンス 

指針１６ 行政の立ち位置を変える 

（２）政策／事業のデザイン 

指針１７ 市民のニーズに即した政策／事業づくり 

（３）公共サービスの財源のデザイン 

指針１８  市民活動の財源の分担 
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Ⅱ 「新しい公共」推進指針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「新しい公共」の各主体の定義 

 

民   ：市民、市民活動団体、企業等の「官」以外の民間の主体 

市民活動団体：地縁団体、地域コミュニティ組織、ＮＰＯ法人、ボランティア団体、

社会福祉法人など、市民による非営利公益活動を行う団体。 

規模の大小を問わない。 

地縁団体  ：自治会・町内会、子ども会、老人会、自主防災組織など、地域       

コミュニティを基盤として組織される、地域内で唯一の団体。 

地域コミュニティ組織  

：地縁団体相互の連携組織など、地域コミュニティの包括的組織 

中間支援団体：市民活動団体を支援する活動を行う、民間の非営利公益活動団体            

及び公設の市民活動センター。県及び市町の社会福祉協議会も含む。 

行  政  ：主として県を指すが、場合により市町、国を含む。 

 

＊各指針を実現するための役割分担については、実際の場面に即して、各主体 

の規模や種類等に応じた対応を行う。 

















































「新しい公共推進指針（仮称）」骨子に係る地域円卓会議・円卓会議の意見        

柱 項目 指   針 第１・２地域円卓会議／第１・２・３回円卓会議で出た意見 

指針１  

自然に社会貢献する気持ちを起こす 

・市民が社会参加しなければ立ち行かなくなっている社会状況を市民に考えてもらう。（桑名①） 

・趣味型の活動に「ちょっと社会の役に立つ」部分を取り入れてもらう。（桑名①） 

・市民活動の情報を、市民の身の回りにたくさんばらまくのは最低限の前提（桑名②） 

・楽しんで活動に参加できるやり方を意識していきたい。（伊勢②、松阪①） 

・周囲から「それっていいね」と言ってもらえると喜びになる。（円卓会議①） 

・協働するだけでは意味がない。成果が出て行くことで、もっとがんばろうという気持ちになる。（円卓会議③） 

指針２  

若い世代が参加しやすい環境をつくる 

・社会参画事業、ボランティアなどの成功体験をさせてあげる。「認めてあげる機会」をつくる。（松阪②） 

・情報発信／配信の工夫に力を入れる。インターネット、スマートフォン、Facebookの活用も効果的。（尾鷲・熊野②） 

・子ども会の活動が止まってしまったが、子どもが減ったのではなく、親が活動を維持できないから。（円卓会議①） 

（１） 

アクティブ・シ

チズンになる 

 

 

 

 

 

指針３  

退職者の活力を引き出す 

・団塊の世代が市民活動の質を変える。（四日市①） 

・退職者を集めて話し合ったところ、経験、人望、知識のある人達がサポート側へまわってくれた。（鈴鹿②） 

・団塊の世代がなかなか地域に顔を出さない。そのきっかけづくりができれば新しい公共は発展する。（円卓会議①） 

指針４ 

地域の支え合いを復活させる 

・地域のことに目線を向け、自分たちで解決していける仕組みを作りたい。（津②） 

・「ふるさとへの愛」や「隣人愛」を持つこと、また、そうした精神を育むことの必要性。（松阪②） 

・お互いに顔の見える関係だと、お互いに自発的に助け合わなければならないという意識はある。（円卓会議①） 

（２） 

地域コミュニテ

ィが元気にな

る 

 
指針５  

地域コミュニティ組織を見直す 

・具体的に自治会がテーマを持って動きだせば、そこに市民活動は関われる。（桑名②） 

・自治会、老人クラブ、子ども会、民生児童委員協議会、防災組織、ＰＴＡ等の地縁団体の連携が弱い。（四日市①） 

・旧来のやり方ではしんどく、面白くないから続かない。面白いことを自前でやる。（津②） 

・「個人の自由」を尊重しながら、いかに「人とのつながり」をつくっていくのかがポイント（松阪②） 

指針６ 

ＮＰＯの力量を向上させる 

・ＮＰＯの後継者がいない。（四日市①、伊勢①） 

・ＮＰＯのスタッフは勉強不足が多い。またＮＰＯだから優先してもらえると思っている。（鈴鹿②） 

・ＮＰＯの代表者の多くがマネジメント力不足。自分以外のスタッフがついてこない。（津①） 

・ＮＰＯの発信力が弱い。（津①、鈴鹿②） 

・ボランティアマネジメント、プレゼンテーション、申請書の書き方等の講座をもっと実施するとよい。（伊勢①） 

・ＮＰＯは「市民の立場から」の専門性が重要。（円卓会議①） 

指針７ 市民活動を支えるしくみの整

備 

 

１ 

「民」の力

を強化する 

 

（３） 

市民活動の力

量を高める 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

①ボランティア  

 

・プロボノ型人材バンク（現在の人財ポケットの再編成）が重要。（四日市①） 

・ＮＰＯのボランティアマネジメントが不十分。（四日市②） 

・何かをやりたい人は多くいる。ボランティアが生きがいになっている人も多い。（鈴鹿②） 

・ボランティアをしたいと考えている人は、年齢、性別に関係なく意外にも多い。ただ、そういう人たちのニードの掘

り起こしができていない。支援先も同様。（尾鷲・熊野②） 



②寄付 

 

 

・震災に対して寄付する気持ちはあるが、公共的な活動をしているグループに寄付する習慣は定着していない。（松阪

②） 

・都会の企業勤めだった退職者など、お金に余裕がある。都会からのお金が回る仕組みが必要。（伊勢②） 

③物的資源 

 

・場所の提供が得られると活動を前進させることができる。（鈴鹿②） 

・公共施設の多くが稼働していないので、これらを活用する。（津①） 

・民間からの活動場所の提供（企業、病院）。（伊勢②） 

 

 

④情報 

 

・行政や企業は、情報がないと適切なＮＰＯに仕事をふることができない。（津②） 

・ＮＰＯは自分たちの活動のＰＲが下手。どうすれば活動を知ってもらえるか努力が課題。（鈴鹿②） 

・情報発信／配信の工夫に力を入れる。インターネット、スマートフォン、Facebookの活用も効果的。（尾鷲・熊野②） 

  ⑤中間支援組織 ・中間支援組織を支援するしくみや財源に乏しい。（四日市②） 

・民間中間支援組織は人件費もぎりぎりで、組織はあるが本来の機能を果たしていない。このことを認めて、新しく仕 

組みを組み直す必要がある。（津①） 

・行政に近い中間支援団体が補助金の情報をいち早くつかんでしまう。他のＮＰＯを支援する姿勢に問題がある。（津

①） 

（４） 

企業の社会貢

献活動を広げ

る 

指針８ 地域との間に顔の見える関係

をつくる 

指針９ 社会貢献活動で「善循環」 

 

・経営者の率先的社会貢献活動（リーダーシップ）。（桑名①） 

・CSRを実践している企業が社会にとってより必要とされるべきであるという指針が必要。（松阪②） 

・企業もCSR活動の「成功体験」を共有することによって、「自分たちにも出来る」ということを経験することが必要。

さらに、成功した者を「褒める」ことも必要。（松阪②） 

・中小企業が地域の中で生き残るには社会貢献が重要。（伊賀①） 

・売り手、買い手、社会が喜ぶ「三方よし」の精神が欠落してきた。（伊賀②） 

・企業のワーク・ライフ・バランスの取り組みを進め、企業や働く側の意識を変える必要がある。（円卓会議①） 

・労働組合も経営者トップといっしょになって動こうということが大事。（円卓会議③） 

・経営者協会、労働組合、行政が協働した奈良県の「きずなカフェ」は成功例。(円卓会議③) 

・良い経営環境をつくるには、地域の人から愛される会社にしていかなければならない。(円卓会議③) 

指針１０  

地縁組織相互が連携する 

・地縁団体も縦割りで横の連携がなく、各地域でバラバラの活動をしている。これを改善するため、全市レベルでの「地

域団体連絡協議会」を立ち上げた。（四日市②） 

・様々な団体があるが、全市的な横のつながりが大事。活動が大きくなると、環境、教育、文化など様々な分野で住民

の意識も変わってくる。（鈴鹿②） 

指針１１  

ＮＰＯ相互が連携する 

・ＮＰＯがつながることで政策提言や協働について話し合う場ができた。（四日市②） 

・ＮＰＯ同士が良く知らない。一緒に何かをして知っていく必要がある。（津②） 

２  

多様な主体

の協働を促

進する 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 

市民活動 

団体相互 

 

 

指針１２  

地縁組織とＮＰＯが連携する 

・地縁団体の横の連携組織があれば、ＮＰＯは地域の課題について相談したり連携しやすい。（四日市②） 

・新しい公共として地域にＮＰＯが入っていく必要性が出てきた。どうすれば地域に入れるかが大事。ＮＰＯの専門性

を取り入れれば地域も力が付くのではないか。（鈴鹿②） 

・自治会、ＮＰＯ双方が食わず嫌いのところがあり、その仲介は行政の役割になっている。（鈴鹿） 

・地域でも自発的な取組が出てきていて、ＮＰＯとの協働を意識して事業が進んできている。（伊賀②） 



・自治会はボランティア、ＮＰＯは有償ということでこれまでは水と油の関係であったが、これからは変わっていかな

ければならない。（円卓会議①） 

（２） 

企業と市民活

動団体 

 

 

指針１３ 企業と市民活動団体との出

会いの場をつくる 

 

 

・企業も入り込んでお互いがお互いの立場になって考えていかないといけない。（桑名②） 

・相互の情報不足により、企業はＮＰＯが見えない。（津①） 

・ＮＰＯが仲介し、キャリア教育としての企業でのインターンシップが重要。（津②） 

・地域企業の３割がＮＰＯとの連携を検討している。（松阪①） 

・企業にはNPOがまだまだ理解されていない。橋渡しが必要。（伊勢②） 

・企業のニーズとNPOのミッションが合致すれば、よりよい関係で、事業を進めることができる。（伊賀②） 

・企業の事業領域と経営者のこころいきと市民活動団体のミッションと合致することが大事。（円卓会議②） 

・以前防災ＮＰＯと薬品会社と行政との協働で1年半かけて信頼関係を作り、糖尿患者のための薬剤比較表作成など企

業の垣根を越えた成果を出した。（円卓会議③） 

（３） 

市民活動団体

と行政 

 

指針１４  

これまでの協働の課題を克服する 

 

・NPO は「安心して任せられる主体なのか」ということについて不安を感じる部分がある。一方でボランティアでお願

いしてしまう依頼側の「甘え」がある。（松阪②） 

・継続的に一緒にやって行くことが出来ない。行政の担当が変わるとまた関係の作り直し。（伊勢②） 

・市町の行政側にどれだけその意識はあるのか？NPO側にも課題は多い。（尾鷲・熊野②） 

・市民によるサービスの価値が十分認識されていない。（四日市①） 

・継続的にサービスを行うのなら専属スタッフを置くことは不可欠。委託をすると人件費がかからないという考え方は

問題である。（円卓会議②） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 

多様な主体の

つなぎ役 

指針１５  

協働の「つなぎ役」の明確化と支援 

・地域のニーズとサービス提供者とのマッチングシステムやコミュニティ・ソーシャルワーカーが必要。（四日市①） 

・つなぎ役は、行政、社協、まちづくり協議会・地域マネジャー、ＮＰＯ協会、市民活動センター等。（四日市②） 

・地域をつなぐキーマンの役割が大きく、そのような人を育てる人材育成が大きなポイントになる。（伊賀②） 

（１） 

新しい公共の

ガバナンス 

 

指針１６ 

行政の立ち位置を変える 

・市町レベルで「協働・新しい公共の推進指針」の作成が必要。（桑名①、四日市①） 

・ＮＰＯが新しいことを提言すると行政には拒否感がある。（四日市①） 

・公共施設が市の規則により思い切った使い方ができない。（津①） 

・自分たちにとって使いやすい公共にしていくには、行政・企業・NPOが対等な立場で協働することが必要。（松阪②） 

・新しい公共では、誰がサービス提供するのかという線引きが難しい。（円卓会議①） 

・新しい公共とは、「新しい担い手」をつくるというのではなく、「新しい社会構造に合う公共をつくる」ためのものだ

と考えている。既存の担い手が、どのような取り組みをするのかが重要。（円卓会議①） 

・三重県の「新しい公共」は自治会を認識していない。自治会をもっと有効に使うべき。（円卓会議①） 

３  

新しい公共

のデザイン 

 

（２） 

政策／事業の

デザイン 

指針１７  

市民ニーズに即した政策／事業づくり 

・市民活動団体の現場に行政職員を連れて行くのが、理解が進むのが早い。（桑名②） 

・「地域が本当に求めているもの」のマーケティングができる資料が必要。（津①） 

・「公」が新たな制度などの「条件づくり」をする際、まだ現場とのギャップが大きいように感じる。（松阪②） 

・より良い事業にするために企画段階からＮＰＯに声を掛けて欲しい。（伊勢②） 

・地域ニーズを各自に拾い上げるためには、NPO だけではできない。地域の様々な関係者と一緒になって取り組むこと

が必要。地元の人たちと協働。（伊賀②） 



 

（３） 

公共サービス

の財源のデザ

イン 

指針１８   

市民活動の財源の分担 

 

・ＮＰＯは報酬をもらわず働いている人が多く、さまざまな犠牲の上に成り立っている。（津①） 

・市民自身がサービスを提供する主体になれば、今までそのサービスに充てられていた分の税金の支払いは必要なくな

るのではないか。（松阪②） 

・地域に役立つことを行い、対価として多少のお金をいただく活動、いわゆる「コミュニティビジネス」のような感覚

で公共サービスを担うことが大事なのではないか。（松阪②） 

・行政のサービスでは不足なので自発的にサービス提供している人たちに、そのサービスが必要不可欠になったときに 

 公的資金が出ないというのでは、新しい公共は絵に描いた餅になる。（円卓会議①） 

・行政は「市民の社会貢献 満足感」で片付けてはいけない。手弁当では継続が難しく、官製ワーキングプアと言われ

るように、あまりに低コストで「新しい公共」を実現しようとすると誰も幸せになれない。（円卓会議①） 

・エコノミーとボランタリーが融合していくのが「新しい公共」ではないか。（円卓会議②） 


